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サステナビリティマネジメント
当社グループは、経営の最上位概念である「関西電力グループ経営理念 Purpose & Values」において、お客さまや社会にとって

の「『あたりまえ』を守り、創る Serving and Shaping the Vital Platform for a Sustainable Society」という存在意義のもと、「公正
Fairness」「誠実 Integrity」「共感 Inclusion」「挑戦 Innovation」という価値観を大切にして事業活動を行うことで持続可能な社会を
実現することを掲げています。また、この経営理念のもと、具体的にどのように行動すべきかを「関西電力グループ行動憲章」に
おいて定めており、当社グループの全ての役員、従業員が本憲章に基づいて行動することで、当社グループの持続的成長ならびに
持続可能な社会の実現を目指します。

▶関西電力グループ経営理念 Purpose & Values

▶関西電力グループ行動憲章
⃝基本的な考え方

「関西電力グループ行動憲章」は、「関西電力グループ経営理念 Purpose & Values」のもと、関西電力グループの役員、従業員が、
具体的にどのように行動すべきかを示したものであり、全ての社内規程等の前提として、私たちの事業活動における判断の拠り所
となるものです。

関西電力グループの事業活動は、お客さま、社会のみなさま、株主・投資家のみなさま、ビジネスパートナー、従業員といった
さまざまなステークホルダーのみなさまによって支えられています。こうしたみなさまから頂戴する信頼こそが、関西電力グルー
プが企業としての使命を果たし、持続的に成長を遂げていくための基盤です。

関西電力グループは、コンプライアンスを実践・徹底すること、すなわち、法令遵守はもとより時代の要請する社会規範とは何
かを常に考え、経営理念に基づき行動し続けることで、社会の一員としての責務を果たします。

また、グループの事業活動に対してさまざまなステークホルダーのみなさまから寄せられる期待に誠実にお応えすることにより、
みなさまからの信頼を確固たるものとしていきます。

このような認識のもと、関西電力グループは、全ての役員、従業員がそれぞれの持てる知恵を結集し、協働することで、社会の
持続的発展に貢献します。

Serving and Shaping the Vital Platform for a Sustainable Society

「あたりまえ」を守り、創る

私たちは、安全を守り抜くことを前提に、
「公正」「誠実」「共感」「挑戦」を大切にして行動します

With dedication to safety and security, we will act upon the values of Fairness, Integrity, Inclusion and Innovation

公正
Fairness

誠実
Integrity

共感
Inclusion

挑戦
Innovation

存在意義
Purpose

大切にする価値観
Values

経営理念 Purpose & Values

3



環　境 ガバナンス社　会関西電力グループのサステナビリティ

S U S T A I N A B I L I T YESG REPORT 2026

  1. コンプライアンスの実践・徹底
関西電力グループは、あらゆる事業活動の基盤として、コンプライアンスを実践・徹底します。業績や事業

活動をコンプライアンスに優先させることは断じてありません。また、コンプライアンスに関する問題の提起、
報告を行った人に対し、そのことを理由に、いかなる不利益な取扱いも行いません。

（一人ひとりの行動規範）
•�関西電力グループの一員として、良識と品格を持ち、誠実に行動します。
•�業務の遂行に当たって、事業を規制する国内外の法令をはじめとした関係法令および社内規程等を遵守

することはもちろん、企業倫理や社会常識にもとる行為は行いません。
•自分の行動について、以下を自らに問いかけます。
　・その行動は、自分の良心に反することにならないか。
　・その行動は、家族や大切な人に誇れるものか。
　・その行動は、お客さまや社外の方に、堂々と説明することができるか。
　・これまでどおりでよいと思ったり、正しいと思い込んだりしていないか。
　・疑問や違和感を感じていることについて、そのままにしようとしていないか。

おかしいと感じたとき、疑問に思ったときは、勇気を持って、上位職位またはコンプライアンス相談窓口に報告・
相談します。

（注）2019年に発覚した当社の役職員が福井県高浜町の元助役から多額の金品を受け取っていた件や、退任役員への報酬を巡る問題によ

り、お客さまや社会のみなさまをはじめとした様々なステークホルダーのみなさまからの信頼を裏切り、多大なご迷惑をおかけしました。

本項目は、それを踏まえたものです。

  2. 公正な事業活動
関西電力グループは、公正かつ自由な競争ならびに適正な取引を行い、不当な利益の取得を目的とする贈収賄

等を行いません。また、持続可能で透明性の高い、責任ある調達に努めます。

（一人ひとりの行動規範）
•�より価値の高いサービスを、公正な競争を通じて提供します。
•�独占禁止法や電気事業法等、公正な事業活動に関する法令等を遵守し、ルール違反と決別します。
•�不適切な贈答・接待の提供および受領を行いません。
•�特定の個人や企業に対してのみ便宜を供するような行為は行いません。
•�政治・行政とは健全な関係を保ちます。
•�反社会的勢力・団体からの不当な要求に対しては、断固として拒否するとともに、個人ではなく組織と

して毅然とした対応を行い、一切関係を持ちません。

  3. 適正な情報開示・管理と対話
関西電力グループは、事業活動に社会の声を的確に反映させるとともに、適時的確な情報公開・発信や、社会

のみなさまとのコミュニケーションを一層推進し、社会に対する説明責任を誠実に果たすことを通じて、透明性の
高い開かれた事業活動を行います。また、個人情報をはじめとする各種情報を適正に管理します。

（一人ひとりの行動規範）
•�社会のみなさまとのコミュニケーションを積極的に行います。
•�社会のみなさまへの情報提供や、事業活動をご理解いただく活動を公正に行います。
•�事業活動に対して、お客さまや社会のみなさまが抱いておられるご意見・ご要望等を幅広く収集し、そ

れを社内で共有し業務改善につなげます。
•�個人情報、お客さま情報、企業秘密等は適正に管理します。
•�業務に関する記録は厳正に取り扱います。
•�業務運営上の不具合が発生した場合は、迅速かつ的確に事実を報告します。
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  4. 人権の尊重とダイバーシティの推進
関西電力グループは、「人権」を国際社会共通の普遍的な価値ととらえ、人権に関する国際的な規範を支持し、

あらゆる事業活動において人権を尊重します。また、事業活動に関わる誰もが安心して働き、能力を最大限発揮
できる働き方の実現と職場風土の醸成を目指し、ダイバーシティを推進していきます。

（一人ひとりの行動規範）
•�事業活動に関わる全ての人々の人権を尊重し、ダイバーシティを推進します。
　・�人種、国籍、信条、性別、性的指向、性自認、社会的身分、門地、職業、障がい等を理由にして、差

別、嫌がらせ、中傷、悪ふざけや、相手に不快な思いをさせるような言動は行いません。また、この
ような言動に同調したり見過ごしたりすることはしません。

　・いかなる強制労働および児童労働にも関与しません。
　・多様な価値観を活かし、健やかに活き活きと働ける職場づくりに努めます。

  5. 安全の確保
関西電力グループは「関西電力グループ安全行動憲章」に基づき、ゆるぎない安全文化を構築していきます。

（一人ひとりの行動規範）
•�全ての行動において安全確保を最優先することにより、関わる全ての人の安全を守ります。

（注）2004年8月の美浜発電所3号機事故をはじめとする事故や災害から得た数々の教訓を通じて、安全は全ての事業活動の根幹であり、信

頼を賜る源であることを深く心に刻み、「関西電力グループ安全行動憲章」を制定しました。本項目は、それを踏まえたものです。

  6. お客さまに選ばれる商品・サービスの提供
関西電力グループは、イノベーション等を通じてお客さまに選ばれる商品・サービスの開発・改善に努め、社

会的課題の解決に貢献します。

（一人ひとりの行動規範）
•�プロとしての自覚と誇りを持ち、常にサービスの向上に努めるとともに、お客さまのご要望やご相談に

は誠実、迅速かつ的確に対応し、お客さまの満足につなげます。
•�業務遂行に当たっては、品質を維持向上するため、業務内容やルールを継続的に改善していきます。
•�お客さまと社会に新しい価値をお届けするため、イノベーションを推進し、ステークホルダーとの協創

を図ります。
•�知的財産の創造と保護に努めるとともに、生み出された知的財産を有効に活用して、社会に有用な商品・

サービスを開発・提供します。

  7. よりよき環境の創造を目指した取組み
関西電力グループは、環境との関わりが深い事業者として、気候変動問題への取組みをはじめ、生物多様性の

向上、資源循環の推進、地域環境保全等、様々な環境問題に取り組むことの重要性を認識し、自らの事業活動に
伴う環境への依存と影響および環境リスクの低減に努めます。さらに、環境負荷の少ない商品・サービスの提供
を通じて、よりよき環境の創造を目指し、持続可能な社会の構築に積極的に貢献します。

（一人ひとりの行動規範）
•�環境保全の重要性を認識し、自らの業務が環境に依存していること、また環境へ影響を与えていること

を十分に配慮します。
•�自らの業務において、省資源・省エネルギー・生物多様性の向上等の環境に配慮した行動を実践します。
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  8. 地域社会の課題解決・発展に向けた取組み
関西電力グループは、地域や生活に密着した事業者として、地域社会の持続的な発展なくしては、自らの発展

はありえないという認識のもと、様々なステークホルダーと連携しながら、地域経済や地域コミュニティの活性化
に向け、地域社会の課題解決に積極的に取り組みます。また、海外の事業活動においても、現地の文化や慣習に
配慮しながら、それぞれの地域社会の発展に貢献します。

（一人ひとりの行動規範）
•�事業活動に関わる地域社会と連携し、地域社会の課題解決や活性化に取り組みます。
•�地域社会の声に耳を傾けるとともに、自ら実践できることを考え、社会貢献活動に積極的に参加します。

  9. 危機管理の徹底
関西電力グループは、社会に不可欠なライフラインを担う事業者として、市民生活や企業活動に脅威を与える

事象や災害等の発生に備え、組織的な危機管理を徹底し、商品・サービスの安全かつ安定的なお届けに、日々、
万全を期します。

（一人ひとりの行動規範）
•�日常の点検等により、事故災害・不具合につながる要因を把握し、その未然防止に努めます。
•�自然災害・武力攻撃・感染症のまん延・サイバー攻撃等を想定し、研修・訓練等により、これらの有事

に備えます。
•�万が一事故や災害等が発生した場合には、全社員が一丸となり、お客さまや社会への正確な情報発信、

社内外との連携、支援物資の手配等を含め、迅速な復旧等に努めます。

  10. 役員の責任と本憲章の徹底
社長をはじめ、関西電力グループの全役員は、本憲章の実践が自らの役割であると認識して経営に当たり、実

効性のあるガバナンスを構築して関西電力グループ全体に周知徹底を図ります。また、本憲章に反し社会からの
信頼を失うような事態が発生した時には、全役員が率先して問題解決、原因究明、再発防止等に努め、その責任
を果たします。
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▶経営理念・行動憲章の実践に向けた活動
当社は、経営理念・行動憲章を従業員一人ひとりが真に理解し、日々の業務において実践していくための活動計画を定めています。
本計画に基づいて、経営層と従業員との意見交換、各種研修、各職場でのディスカッション、メールマガジンの配信、および

全従業員を対象としたサステナビリティアンケートを通じた経営理念・行動憲章に係る意識傾向・実践度合いの把握、ならびにグ
ループ会社支援等の活動を積極的に行っています。この活動の一環として、「経営理念」、「コンプライアンスチェック」、「安全行
動の誓い」を記載した携帯用のコンダクトカードを全従業員に配布しており、従業員は、このカードの裏面に自らの行動宣言を明
記し、日々の業務における行動や目標の確認に活用しています。2025年度においては、サステナビリティアンケートの結果等を踏
まえ、存在意義の「『あたりまえを』守り、創る」をテーマとする職場ディスカッション、コンプライアンスやダイバーシティ等に関
する研修の充実を図るなど、経営理念・行動憲章のさらなる理解浸透および実践に繋げる取組みを行いました。グループ会社に
おいても、各社のアンケート結果等を踏まえ、当社とコミュニケーションを取りながら、経営理念・行動憲章の浸透および実践に
向けた活動を実施しています。

▶サステナビリティ推進体制
当社グループは、お客さまと社会のお役に立つ企業グループとして持続的な成長・発展を遂げるとともに、グローバルな社会

課題の解決を通じた持続可能な社会の実現を目指してサステナビリティに資する取組みを推進しています。こうした取組みをより
一層推進するため、社長を議長とした「サステナビリティ推進会議」を設置し、社会の持続的な発展に貢献するためのサステナビリ
ティ推進活動に関する総合的方策の策定を行い、具体的な活動を展開しています。「内部統制部会」においては、サステナビリティ
関連を含む重要リスク項目の抽出、その管理状況の把握・評価を行っており、リスク評価結果について、定期的に取締役会まで報
告し、必要に応じてリスク管理の仕組み、体制の改善を行っています。こうした体制のもと、各事業本部などはサステナビリティ
推進会議で策定された方針に基づき、それぞれの活動を展開しています。グループ会社においても、当社とコミュニケーションを
取りながら、自律的にサステナビリティ活動を展開しています。また、業務執行を担う執行役の報酬については業績連動報酬を支
給しており、業績指標として、非財務指標を採用しています。

取 締 役 会

執 行 役 会 議

サステナビリティ推進会議
議長：社長

内部統制部会

事業本部・本部・室、
業務機関等 関西電力送配電（株） グループ会社
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▶関西電力グループのマテリアリティ（重要課題）
「関西電力グループ 経営計画2026」（以下、経営計画）策定に伴いマテリアリティを一部見直しました。

マテリアリティと関連するESGやSDGsは以下のとおりです。

E S G

E S G

E S G

E S G

E S G

E S G

E S G

E S G

E S G

資本効率の向上と収益力の強化

ゼロカーボン・生物多様性の取組み推進

安全最優先でのレジリエントな事業基盤の強化

DX・AI実装の加速

地域の信頼獲得と共創の推進

人的資本経営の推進

サプライチェーンの維持・強化

ステークホルダーとの双方向コミュニケーションの深化

ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底

マテリアリティESG SDGs
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⃝マテリアリティ（重要課題）のリスク・機会
特定したマテリアリティと関連するリスク・機会は以下の通りです。

マテリアリティ リスク 機会

安全最優先でのレジリエントな
事業基盤の強化

•�電力供給設備の高経年化の進展
•�自然災害伴う設備事故
•�原子力をはじめとする大規模電源の計画外停止
•�サイバー攻撃や感染症への対策不足による�  

安定供給阻害
•�厳気象による（猛暑および厳寒）需給逼迫
•�地政学リスクの高まりによる燃料・資機材調達の�  

不確実性増大

•�レジリエントな事業基盤の強化により、お客さまや
社会のみなさまからの信頼、それを通じた事業機会

ゼロカーボン・生物多様性の
取組み推進

•�異常気象激甚化
•�GHG排出に対する新たな環境規制の導入・強化による

発電コストの上昇

•�脱炭素電源として原子力発電の優位性向上
•�電力需要の拡大や、脱炭素社会への移行と関連技術の

進展により、新たな収益機会が創出

地域の信頼獲得と共創の推進
•�国内電力小売競争激化
•�海外展開におけるカントリーリスクやマーケットリスク
•�地域社会とのコミュニケーション不足による信頼低下

•�電力・ガス自由化によるビジネスチャンスの拡大
•�海外エネルギー需要の拡大による事業機会
•�分散型電源等の技術革新により、電気の利用形態が

多様化し、新たなビジネス機会が拡大
•�GXを起点とした地域との共創による成長機会

人的資本経営の推進

•�労働人口減少に伴う人財獲得競争激化
•�ビジネスモデルの変革、技術革新への対応遅れや

専門人財育成停滞による事業機会の喪失
•�コミュニケーション不足等による、組織としての�  

パフォーマンス低下

•�多様な人財活用による新たな価値の創造
•�働き方改革推進に伴う生産性向上
•�従業員エンゲージメントの向上による、お客さまや

社会のみなさまの期待を超える事業活動の展開

DX・AI実装の加速
•�サイバー攻撃への対策不足による安定供給阻害
•�DX・AIの進展への対応遅れやDX人財不足による�  

競争力の低下

•�技術革新による電気の利用形態の変化
•�AIを活用した生産性向上・新たな価値の創出

サプライチェーンの維持・強化 •�取引先の人手不足や採算性悪化等による�  
サプライチェーンの不安定化・断絶

•�レジリエントな事業基盤の強化により、お客さまや
社会のみなさまからの信頼、それを通じた事業機会

•�エネルギー需要拡大に伴う電源増加等の事業機会

資本効率の向上と
収益力の強化

•�国内電力小売競争激化
•�異業種企業参入による既存ビジネスモデルの�  

競争力低下
•�FTTH市場、モバイル市場における顧客獲得競争激化
•�国内での不動産優良物件の獲得競争激化
•�海外展開におけるカントリーリスクやマーケットリスク
•�インフレ・金利上昇に伴う収益性の低下

•�DX・AIの進展に伴うエネルギー需要拡大および�  
国内インフラ事業の拡大

•�社会課題の顕在化による事業機会
•�電力・ガス自由化によるビジネスチャンスの拡大
•�アライアンスの拡大による販売チャネルの充実
•�省エネ進展に伴うエネルギーへの関心の高まり
•�分散型電源等の技術革新により、電気の利用形態が

多様化し、新たなビジネス機会が拡大

ステークホルダーとの双方向
コミュニケーションの深化

•�情報開示やステークホルダーとの対話・意見反映
不足による理解・信頼低下、成長機会の逸失

•�適時的確な情報開示やステークホルダーとの対話・
意見反映を通じた理解促進・信頼向上、成長機会の
獲得

ガバナンスの強化と
コンプライアンスの徹底 •�重大なコンプライアンス違反による企業価値毀損 ー
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⃝マテリアリティ（重要課題）の目標・実績
特定したマテリアリティに関する取組みのうち、経営計画の達成に向けて特に重要となる項目を抽出しています。
また、目標については毎年、サステナビリティ推進会議での議論を経て設定しております。

マテリアリティ 活動項目 2025年度目標 2025年度実績 目標（短中期）※１

安全 最 優 先で
のレジリエント
な事業基盤の
強化

事故・災害に
対する備えと対応 

•�非常災害対策スキル向上および�  
防災意識の高揚を目的とした�  
全社防災訓練、教育啓発等の実施

•�社外防災機関が主催する
防災訓練への積極的な参加

•�原子力事業者防災訓練�  
（原子力規制庁評価指標による�  

評価：全項目Ａ評価）

•�全社防災訓練参加人数：1,194名
全従業員向けeラーニング：1回
防災意識啓発を目的とした情報
配信：4回

•�社外防災機関が主催する防災訓
練への参加：49回

•�原子力事業者防災訓練�  
（原子力規制庁評価指標による�  

評価：全項目A評価）

•�非常災害対策スキル向上および�  
防災意識の高揚を目的とした�  
全社防災訓練、教育啓発等の実施

•�社外防災機関が主催する
防災訓練への積極的な参加

•�原子力事業者防災訓練�  
（原子力規制庁評価指標による評

価：全項目Ａ評価）

情報セキュリティ
マネジメント

•�重大な情報セキュリティ事故件数� 
：0件

•�重大な情報セキュリティ事故件数� 
：0件

•�重大な情報セキュリティ事故件数� 
：0件

電力品質の維持

•�安定供給実現に当たっての停電対応
・年間停電量 ：106.4MWh

•�高経年化対策の適切な実施
・鉄塔 ：140基
・コンクリート柱 ：4,344本

•�安定供給実現に当たっての停電対応
・年間停電量：101.566MWh

•�高経年化対策の適切な実施
・鉄塔：119基
・コンクリート柱：4,694本

•�安定供給実現に当たっての停電対応
・年間停電量：106.4MWh

•�高経年化対策の適切な実施�
・鉄塔：140基
・コンクリート柱：4,344本

電力設備における
公衆保安の確保 •�一般の方の負傷者数：0人 •�一般の方の負傷者数：9人 •�一般の方の負傷者数：0人

ゼロカーボン・
生物多様性の
取組み推進

GHG排出量削減に
向けた取組み

•�事業活動※２に伴うGHG排出量
（Scope1,2）

2025年度 ▲55％※３

2030年度 ▲70％※３

•�サプライチェーン全体のGHG排出量
（Scope1,2,3）

2030年度 ▲50％※３

•�事業活動※２に伴うGHG排出量
（Scope1,2）

▲63％※３

サプライチェーン全体のGHG排出量
（Scope1,2,3）

▲36％※３

•�事業活動※２に伴うGHG排出量
（Scope1,2）

2030年度 ▲70％※３

2040年度 ▲80％※３

•�サプライチェーン全体のGHG排出量
（Scope1,2,3）

2030年度 ▲50％※３

再生可能
エネルギーの
開発・活用

•�2040年までに、新規開発500万kW、
累計開発900万kW規模

•�新規開発約40万kW、
累計開発387万kW※４

•�2040年までに、新規開発500万kW、
累計開発900万kW規模

火力発電所の
熱効率の維持・向上

•�ベンチマーク指標※５

（A：1.00、B：44.3%）の達成 •�ベンチマーク指標※５を達成 •�ベンチマーク指標※５

（A：1.00、B：44.3%）の達成

原子力プラントの
安全・安定運転の
継続

•�運転計画に基づく安全・安定運
転の継続（計画外停止件数：0件、
原子力発電電力量：466億kWh※６）

•�プラントの安全・安定運転の継続� 
（計画外停止件数：0件、�  

原子力発電電力量：485億kWh※６）

•�運転計画に基づく安全・安定運
転の継続（計画外停止件数：0件、
原子力発電電力量：406億kWh※６）

電力ネットワーク
での再エネ導入や
DER利活用の取組み

•�将来の再エネ電源ポテンシャルに
対応した迅速・円滑な系統連系・
設備増強の推進

•�再エネ導入、DER利活用の最大
化に向けたIoT技術の活用等に
よる設備・運用の高度化

•�再エネ導入、DER利活用の最大
化に向けたIoT技術の活用等に
よる設備・運用の高度化に向け
た検討を計画どおり実施

•�将来の再エネ電源ポテンシャル
に対応した迅速・円滑な系統連
系・ 設備増強に関する取組みを
計画どおり実施

•�再エネ導入、DER利活用の最大
化に向けたIoT技術の活用等によ
る設備・運用の高度化

•�将来の再エネ電源ポテンシャルに
対応した迅速・円滑な系統連系・
設備増強の推進

温室効果ガス低減
機器の導入

•�温室効果ガス低減機器の導入台数
植物油入変圧器：7台
SF6代替ガス機器：4台

•�温室効果ガス低減機器の導入台数
植物油入変圧器：5台
SF6代替ガス機器：3台

•�温室効果ガス低減機器の導入台数
植物油入変圧器：3台
SF6代替ガス機器：6台

生物多様性の向上 •�生物多様性の向上に積極的に 
取り組む

•�依存と影響、リスクの評価の範
囲を再エネや燃料調達などに拡
大、各部門のリスクへの対応状
況を確認

•�飛 騨 万 波 山 林 の 保 全 活 動 の 
「自然共生サイト」認定

•�生物多様性の向上に積極的に 
取り組む
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マテリアリティ 活動項目 2025年度目標 2025年度実績 目標（短中期）※１

地域の信頼獲得
と共創の推進

まちづくりを通じた
地 域 活 性 化 への
貢献

•�当社ソリューションによる持続可
能で魅力的なまちづくりの実現

•�自治体等が進めるスマートコミュ
ニティ構想・脱炭素化等の具体
化サポートや、新技術等を活用し
た地域活性化に向けた取組みを
積極的に実施し、地域の社会課
題解決に当社グループが関与す
るチャンスを広げる機会を創出

•�構 造 が 実 現した サステナブ ル
コミュニティの累計件数：17件

•�当社ソリューションによる持続可
能で魅力的なまちづくりの実現

お客さまの声を
踏まえた取組み

•�継続的な取組みの実施�  
（お客さまの声を起点とした改善

件数）

•�お客さまの声を起点としたサービス
の開発・改善に活用している。�  

（参考）改善件数：47件

•�継続的な取組みの実施�  
（お客さまの声を起点とした改善

件数）

人的資本経営
の推進

多様な人財確保の
強化・D&Iの推進

•�2025年度採用計画：
640名（新卒：500名、キャリア：140名）

•�採用における女性比率
事務系：50%程度、技術系：10%以上

•�女性役職者比率および女性管理
職比率2030年度末までに2018年
度の3倍（6.3%、4.8％）以上

•�障がい者雇用率：2.5％
•�多様性実感指数：2025年度まで

に80％以上

•�新規採用者数：
718名（新卒：562名、キャリア：156名）

•�採用における女性比率
事務系：56%、技術系：10%

•�女性役職者比率：4.5%�  
女性管理職比率：4.1％

•�障がい者雇用率：2.8％
•�多様性実感指数：72％

•�新卒採用・キャリア採用充足率
（100%）

•�採用における女性比率
事務系：50%程度、技術系：10%以上

•�女性役職者比率および女性管理
職比率2030年度末までに2018年
度の3倍（6.3%、4.8％）以上

•�障がい者雇用率：法定雇用率以上
•�多様性実感度：�  

2028年度までに80%以上

成長機会の提供と
貢献実感の向上

•�成長志向指数:2025年度までに
80％以上

•�成長実感指数:2025年度までに
80％以上

•�成長志向指数：75%
•�成長実感指数：65%

•�成 長 志 向 度：2028年 度まで に
80%以上

•�貢 献 実 感 度：2028年 度まで に
80%以上

働きや すい 職 場
環境の構築

•�有給休暇取得率：90％以上
•�総労働時間：2015年度比5%削減

＝一人当たり所定外労働時間換算
190時間（年）相当

•�男性育児休職取得率：
女性取得率と同程度

•�男性育児休職平均取得日数：
1 ヶ月（30日）以上

•�離職防止の取組みの充実
•�働く環境の満足度※７：

①2025年度までに100％、
②前年度を上回る水準

•�有給休暇取得率：94.5％
•�従業員一人当たり所定外労働�  

時間：248.6時間
•�男性育児休職取得率：111%
•�男性育児休職平均取得日数：�  

42.6日
•�離職率：1.17%
•�働く環境の満足度※７：

①94%、②77%

•�有給休暇取得率：90％以上
•�一人当たり所定外労働時間：�  

2040年度までに200時間（年）相当
•�男性育児休職取得率：女性取得

率と同程度
•�男性育児休職平均取得日数：1ヶ

月（30日）以上
•�自己保健意識の向上を測る3つ

の指標の向上（トリプル98）�  
・人間ドック受診率：98%�  
・ストレスチェック受検率：98%� 
・健康ポータルサイトPep Up導入率：98%

•�働く環境の満足度：
前年度を上回る水準

労働災害発生状況 •�災害度数率：0 •�災害度数率：0.24 •�災害度数率：0

事業活動における
人権侵害の防止

•�人権侵害件数�  
（重大な人権侵害：0件） •�重大な人権侵害：0件 •�人権侵害件数�  

（重大な人権侵害：0件）

よりよい組織風土
の醸成

•�組織風土の改革実践指数※８：�  
2025年度に70%以上

•�組織風土の改革実践指数※８：�  
59%

•�組織風土改革KPI※９：�  
2028年度に85%以上

DX・AI実装の
加速

DXを適用した経営
課題への取組み

•�DXを適用した経営課題への取組
（目標値：DXによる単年効果額

293億円）
•�DXによる単年効果額：301億円

•�DXを適用した経営課題への取組
（目標値：DXによる単年効果額

320億円）

DX人財の育成

•�策定したDX人財育成戦略を以て、
体系的かつ計画的な育成を実施

•�高度DX人財の育成：50名
•�部門DX推進者※10の育成：5,600名
•�全社員必須型のDX動画研修の実

施等によるDXリテラシーの底上げ

•�DX人財育成戦略に基づいた
体系的な育成を実施

•�K4 Digital(株)へ の 出 向 に よ る 
高度DX人財の育成：51名

•�専門研 修 などを通じた部門DX 
推進者の育成：5,920名

•�全社員に対して「生成AI」などの動画
研修を実施し、DXリテラシーを底上げ

•�策定したDX人財育成戦略を以て、
体系的かつ計画的な育成を実施

•�高度DX人財の育成：�  
2026年度　56名�  
2028年度までに70名

•�部門DX推進者の育成※11：�  
2026年度　2,530名�  
2028年度までに6,000名

•�全社員必須型のDX動画研修の実
施等によるDXリテラシーの底上げ

11



環　境 ガバナンス社　会関西電力グループのサステナビリティ

S U S T A I N A B I L I T YESG REPORT 2026

マテリアリティ 活動項目 2025年度目標 2025年度実績 目標（短中期）※１

サプライチェーン
の維持・強化

責 任 ある調 達 活
動 の 推 進と取 引
先とのパートナー
シップ構築による
サプライチェーン
強化

•�取引先へのお願い事項に関する
ガイドライン制定および全取引先
への説明

•�取引先とのパートナーシップ構
築に向けたアンケートを取引先
500社以上に実施

•�2025年8月に「関西電 力グ ルー
プ 調達ガイドライン」を制定。
2025年9月に取引先への説明会
を開催し、未参加の取引先へは
メールにて周知

•�パートナーシップ構築に向けた
アンケートを実施し、763社か
ら回答を受領

•�「関西電力グループ調達ガイド
ライン」の取組み状況に関する
アンケートを主要な取引先200
社以上に実施

•�取引先とのパートナーシップ構
築に向けたアンケートを取引先
500社以上に実施

資本効率の
向上と
収益力の強化

収益の確保

•経常利益：
3,600億円以上（2025年度）

•FCF：
2021-2025年度合計で
3,000億円以上
1,000億円以上（2025年度）

•自己資本比率：
28％以上（2025年度）

•ROA：4.4％以上（2025年度）
•ROIC：4.3％以上（2025年度）

•�経常利益：5,185億円
•FCF：

2021-2025年度合計で
6,281億円
804億円（2025年度）

•自己資本比率：35.1％
•ROA：5.8％
•ROIC：5.7％

•ROIC：3.3％以上※12

•ROE：8.0％以上※12

•�Net Debt/EBITDA：5倍程度※12

•自己資本比率：30%台半ば※12

•�EBITDA：8,000億円以上※12

•�純利益：2,700億円以上※12

ステークホルダー
との双方向コミュニ
ケーションの深化

株主・投資家への
適時的確な情報発
信、株主・投資家
との建設的な対話

•�ステークホルダーとの
コミュニケーションの推進と
より一層の充実

•�ESG外部評価の向上

•�株主・投資家の声を踏まえ開示
内容の充実を図りながら、さまざ
まな媒体での情報発信を実施※13

•�株主・投資家と積極的な対話を
実施※13

•�CSAスコアで国内電力トップ水準
を維持

•�CDPスコア：�  
気候変動A-、水セキュリティ A-

•�ステークホルダーとの
コミュニケーションの推進と
より一層の充実

•�ESG外部評価の向上

ガバナンスの強
化とコンプライ
アンスの徹底

コンプライアンスの
徹底

•�重大な社会コンプライアンス違反
件数：0件

•�重大な環境コンプライアンス違反
件数：0件

•�重大な社会コンプライアンス違反
件数：2件

•�重大な環境コンプライアンス違反
件数：0件

•�重大な社会コンプライアンス違反
件数：0件

•�重大な環境コンプライアンス違反
件数：0件

ガバナンス体制の
維持・強化

•�取締役会等の実効性評価の年１回
の実施および評価結果に基づく
継続的な改善

•�取締役会の出席率：75％以上

•�第三者機関を活用し、取締役会
等の実効性評価を実施。その結
果を踏まえ、今後の主な課題と対
応の方向性を取締役会で審議し
改善策を展開。

•�取締役会の全体出席率：100%

•�取締役会等の実効性評価の年１回
の確実な実施および評価結果に
基づく継続的な改善

•�取締役会の出席率：75％以上

コンプライアンス
窓口活用促進

•�窓口の活用促進と声をあげやすく
する環境の整備

•�受付件数：231件※14

（前年度：182件）
•�窓口の活用促進と声をあげやす

くする環境の整備

※ １	 年度を明記していないものは2026年度目標
※ ２	 当社、関西電力送配電（株）、（株）関電エネルギーソリューション、関電不動産開発（株）、（株）オプテージを含む
※ ３	 2013年度比
※ ４	 運転開始（竣工済）案件のみ
※ ５	� 省エネ法のベンチマーク制度に基づく指標
※ ６	� 発電端の数値
※ ７	� ①職場において、 いかなるハラスメントも許さないという意識が定着していると感じている者の比率 ②働き方について、 時間・場所ともに満足している者の比率
※ ８ 「気づく、言える、行動する」の実践状況に関する指数
※ ９	� 組織風土改革の定着・事業成果への影響に関する肯定回答率
※10	DX研修受講者（延べ人数）
※11	� 2026年度より、部門DX推進者の定義を「DX研修受講者（延べ人数）」から「一定以上のDXスキル定着度を有する従業員（実人数）」に変更したことに伴い、育成目標

数を見直している。新定義に基づく2025年度末時点の部門DX推進者数は1,600名
※12	2026-2028年度平均
※13	詳細は、コーポレートガバナンス報告書の【株主との対話の実施状況等】を参照ください
※14	� グループ会社からの相談分含む、コンプライアンス相談窓口とハラスメント相談窓口の合算で開示（内訳：コンプラ相談窓口157件、ハラスメント相談窓口74件）

　経営計画の達成に向けて特に重要として抽出した項目については、統合報告書   をご参照ください。
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https://www.kepco.co.jp/corporate/report/integrated/index.html

